
２０１０年３月２６日 

人事異動および機構改革について 

 

東京急行電鉄株式会社 

 

 

東京急行電鉄（本社：東京都渋谷区、社長：越村 敏昭）では、下記の通り、人事異動および機構改革を

実施いたしますのでお知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

１．執行役員の選任および異動（４月１日付） 

 

 

（１）執行役員の選任 

新 職 旧 職 氏 名 

執行役員 

都市生活創造本部副本部長 
 渡邊 功 

執行役員 

人事・労政室長  

兼 労政部 統括部長 

 髙橋 和夫 

 

 

（２）執行役員の異動 

新 職 旧 職 氏 名 

執行役員 

都市生活創造本部 ソリューション事業部長 

兼 販売推進部 統括部長 

執行役員 

開発事業本部住宅事業部長 

兼 販売促進プロジェクト部 統括部長 

津崎 卓生 

執行役員 

都市生活創造本部 住宅事業部長 

執行役員 

開発事業本部副事業本部長 
臼井 二郎 

 



２．機構改革（４月１日付） 

 

○主な改正点 

①開発事業本部の名称変更 

「人口の質的・量的変化を先取りした事業展開」という基本戦略に基づき、資産ポートフォリオの積

極的推進とともに、都市生活者のライフスタイルや住まい方の多様化に応える事業システムを創造す

ることを企図し、開発事業本部を都市生活創造本部へと名称変更する。 

②ソリューション事業部の新設 

沿線価値向上のため、住みかえを軸とした住宅事業メニューの拡充、事業機会創出、および当該業務

に関連した資産入れ替えに機動的に対応することなどを目的として、事業統括部および住宅事業部の

機能を再編し、都市生活創造本部内にソリューション事業部を新設する。ソリューション事業部は、

住みかえ事業推進部、コンサルティング部、販売推進部の３部体制とする。 

③資産活用事業部の名称変更 

資産活用事業部をビル事業部へと名称変更するとともに、オフィステナント営業を強力に推進すべく、

テナント営業部を新設する。 

また、永田町・たまプラーザ両計画の進展に伴い、プロジェクト開発部の業務を事業計画部および 

商業部に統合する。 

④情報・レクリエーション事業部の名称変更および再編 

情報・レクリエーション事業部をコミュニケーション事業部へと名称変更する。 

また、グループ営業推進部をグループ事業本部に移管する。 

⑤人事企画部の改組 

連結ベースでの人材・人件費マネジメントなどを強力に推進すべく、人事企画部を人事・労政室へと

改組し、機能を増強する。 

 

※詳細につきましては別紙「業務組織表」をご参照ください。  

 

以 上 
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